
 

土建第  ４０９－２ 号 

   令和 ６年 ６月 ２５日 

 

参加予定業者 各位  

質 問 回 答 書 

 

沖縄県土木建築部建築指導課長  

（ 公印省略 ） 

 

   下記業務に対する質問について、次のとおり回答します。 

 

業務名：令和 6 年度沖縄県盛土規制法に基づく基礎調査業務委託（規制区域指定） 

    簡易公募型総合評価落札方式（簡易型・単体または共同企業体発注） 

No. 質  問 回  答 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

入札説明書 P3「業務執行技術」におい

て、評価対象として「国土交通省及び

内閣府沖縄総合事務局開発建設部、並

びに沖縄県及び他都道府県土木関係部

局発注業務」が挙げられています。 

一方で、P4「業務執行技術力・業務成

績」及び P6「業務執行技術力・業務成

績」においては、「他都道府県」の文言

が外れています。 

本業務の同種業務は、他都道府県発注

業務がほとんどだと思われますが、こ

の項目ではそれらの実績は評価対象と

ならないのでしょうか。 

 

 

 

 

電子成果品作成費について記載がござ

いません。作成費計上の率をご教示願

います。 

または、「概略設計、予備設計又は詳細

設計」と「その他設計業務」のどちら

を採用されてますでしょうか。 

ご指摘のとおり、入札説明書 P4、P6 の

「業務執行技術力・業務成績」において、

「及び他都道府県」の文言が抜けていま

した。正しくは、Ｐ3「業務執行技術」

と同様以下のとおりであり、他都道府県

土木関係部局発注業務の実績も評価の

対象となります。 

 

「国土交通省及び内閣府沖縄総合事務

局開発建設部、並びに沖縄県及び他都道

府県土木関係部局発注業務で、令和２年

度から令和５年度までに完了した同種

及び類似業務の評価点を下表で評価す

る」※修正した入札説明書を別紙のとお

り追加します。 

 

 

直接経費については、「業務体制を踏ま

え協議により計上する」ものとしてお

り、発注公告の積算段階では計上してお

りません。 
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5 

 

 

 

 

 

直接経費および単価について教えてく

ださい。例えば、電子成果品作成費と

旅費交通費で構成されており、電子成

果品作成費はその他の設計業務の率計

上、旅費交通費は土木設計の率計上を

採用しているのでしょうか。 

 

 

業務単価の端数処理についてご教示く

ださい。例えば、1 円単位、10 円単位、

100 円単位、千円単位、万円単位です

か。 

 

 

 

 

 

公告文 P2、2（2）キに、「入札説明書

と同時に配布する共同企業体協定書」

とありますが、みあたりません。公表

資料に含まれているでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答２のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

直接人件費、その他原価、一般管理費を

合計した業務価格の段階で、一万円単位

となるよう一般管理費にて端数処理し

ています。（千円単位以下を切り捨て） 

 

端数処理例 

55,555,555 円→5,5550,000 円 

 

 

「共同企業体協定書」の添付が漏れてい

ました。質疑回答書と合わせて追加添付

します。 


